
様式１

（特別法人用）

【対象決算年度：平成２３年度】
１　団体の概要 ２　団体の改革推進の状況

設立年

実施年月 実施年月

＊役職員数は各年度当初現在、平均年齢及び平均年収は平23年度当初現在

経営計画等の策定状況

うち県職員

情報公開の取組状況

うち県職員

うち県職員

監査等結果

73.7 ー 47.1

＊次表２３年度の状況で、（　）内は２２年度 （単位：千円、％）

団体の課題等

〔団体記載欄〕 〔県記載欄〕

公益事業比率 33.5 (32.3) 0.0 (0.0)

経常比率 100.0 (100.0) 0.0 (0.0)

人件費比率 54.6 (55.9) 0.0 (0.0)

管理費比率 57.9 (59.3) 100.0 (100.0)

△ 6.2 (0.9) 0.0 (0.0)

80.7 (81.8)

(59,127)
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補助金等比率

人件費関係費
用(再掲）

53,066

損失補償年度
末残高

0

  （財）長野県開発公社及び（社）長野県農業担い手育成基金と連
携し、効率的かつ効果的な事業運営を進める必要がある。
　
  農業委員会や関係機関と連携し、農業・農地政策上の課題であ
る担い手の育成・確保と耕作放棄地の解消に取り組む必
要がある。
　
  改正農地法等の周知徹底と円滑な運用について農業委員会に対
する支援を強化する必要がある。

流動比率 委託料 0 (0)

固定比率 貸付金 0 (0)

固定長期適合率

【課題】
（１）農業委員への多様な人材の登用促進と活動体制の充実
（２）改正農地法等を踏まえた農業委員会業務の適正執行と活動強
化
（３）担い手の育成・確保と耕作放棄地の解消に向けた取り組み
（４）農業者年金の加入推進
（５）系統組織活動の「見える化」

【今後の取り組み方向】
（１） 農業委員研修事業の充実及び農業委員会への巡回相談活動
の強化
（２）系統組織が進める「地域の農地と担い手を活かす運動」の推進
（３）「人・農地プラン」の作成支援等による農地集積・担い手確保
（４） 「農業者年金加入者新３ヶ年計画推進計画」の達成推進
（５）農業会議ホームページの内容充実等情報発信体制の強化

出捐金 0 (0)

負担金 0 (0)

(0)

民間（ＮＰＯ含む）との競合状況

法に基づき県区域に１つ設置される法人であり、民間参入はできない。

事業支出伸び率

当期損益 0 (0)

正味財産比率

借入金依存率

交付金 0 (0)

経常損益 (A)-(B) 0 (0) 運営費 53,066 (59,127)

補助金 64,897 (71,466)

経常費用 (B) 106,901 (114,007) 事業費 11,831 (12,339)

4,566
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経常収益 (A) 106,901 (114,007)
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役員平均年齢 役員平均年収（千円） 職員平均年齢 職員の平均年収（千円）

6

県職員計（非常勤役員除く） 2 1 1 1

10 平成23年度包括外部監査結果
・　コスト削減の側面から評価すると、管理費及び管理比率は減少している。また、（財）長野県農業開発公社及び（社）長野県農業担い手
育成基金の事務所とワンフロアー化を実施しており、概ね達成しているといえる。
・　農業会議の収入については、制度上、経費を徴収できる会員がいないため、全て国・県からの補助金・交付金に依っており、県からの
補助金交付を前提とした団体となっている。

非常勤職員計 5 5 5

常勤職員計 11 11 11

1

非　常　勤 2 2 2 3

情報公開要綱に基づき県条例に準じて公開（H14.4.1～）
インターネット・ホームページを開設し、事業内容を公表

職　員　数

常　　　勤 11 11 11 10

2 1 1

0

非　常　勤 3 3 3

事業の効率かつ適正な推進を図るため、毎年度、事業計画等は定めている。
0 0 0 0

役
　
職
　
員
　
数

年　　　　度 Ｈ２０ Ｈ２１

0 0

Ｈ２２ Ｈ２３

役　員　数

常　　　勤 0 0 0 0

3

0

平成15年11月

平成16年5月

平成16年7月

平成19年4月

全国規制改革要望において法律改正を要望

（財）長野県農業開発公社と事務局統合

　関東農政局に対して制度改正を要請

　農地・担い手業務の効率的な事業推進を図るた
め、長野県農業会議、（財）長野県農業開発公社及
び（社）長野県農業担い手育成基金の事務所のワ
ンフロアー化を実施

具体的な事業内容

・農地法等に係る知事等からの諮問に対する意見答申（法４条・５条等）
・基本農政の確立に関する要請活動
・農業委員会の委員及び職員等に対する研修会、講習会
・担い手の育成と農地の有効利用の推進
・農業者年金業務に関する指導

事業執行状況を示す主な指標

・農地法関係審議件数（件）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｈ21：3,392  H22:3,141 H23:2,852
・農業委員会への巡回指導（件）    　　　　　　 　　　　　　　　 H21:70     H22:110  H23:388
・農業委員会の議事録作成・公表市町村　　　　　　　　　　　　H２３目標７７→H２３実績７７
・農業委員会の活動計画の作成・点検・評価実施市町村　　H２３目標７７→H２３実績７７
・複数の女性農業委員選出市町村数（H23改選）　　　　　　　Ｈ２３目標４７→Ｈ２３実績３３
・担い手への農地利用集積面積(ha)　　　　　  Ｈ２３目標43,500→H２３実績36,991（集計中）
・遊休農地解消面積(ha）　　　　　　　　　　　　　H２３目標　2,930→H２３実績　1,525（集計中）
・農の雇用事業の研修生採択数　　　　　　　　　　　　　　　　　　H21:106　H22:154　H23：71
・農業者年金の新規加入者数　　     　　　　　　　　　　　　　　 Ｈ２３目標185人→Ｈ２３実績152人

 
県出捐率
（％）

0.0%
主な出捐者・出捐額（円）・出捐率（％）

　前身は、行政委員会としての都道府県農業委
員会であったが、食糧不足状況の改善、自作農
の創設が一応果たされたことにより組織の性格
が決定機関から諮問機関へ移行してきたこと、
及び農業・農業者の一般的利益を代表する農
業団体を設置すべきとの要請が強まっていたこ
とにより、法律が改正されたことに伴い、昭和２
９年長野県農業会議として設立。

　農業者の公正な意見を反映し、農業の立場を代表する組織としてその業務を行うこと
により、農業生産力の向上および農業経営の合理化を図り、農民の地位向上に寄与す
る。

平成16年6月

平成20年1月

　

改革基本方針の策定
　「（財）長野県農業開発公社と事務局統合。制度的
な制約を解消した段階で（財）長野県農業開発公社と
統合」

  改革基本方針の改訂
　「現在の体制で事業の効率化を図る。」

基本財産（円） ー
うち県の出
捐額（円） ー

団 体 名
(所在地）

長野県農業会議
（長野市大字南長野字幅下692-2　県庁東庁舎内）

代表者 石田　治一郎 改革基本方針 現行の体制で事業の効率化を図る。

農政部（農業政策課）

設立の沿革 設立目的（寄付行為・定款上）

設立根拠 農業委員会等に関する法律 昭和２９年
県所管部局
(課)

改革基本方針 実　　施　　状　　況

長野県出資等外郭団体改革状況検証シート



①　正味財産増減計算書 （単位：千円）

平2１年度 平22年度 平23年度

経常増減の部
経常収益 (A) 113,026 114,007 106,901

うち基本財産運用益 0 0 0

うち受取会費 20,741 20,711 20,594

うち事業収益 0 0 0

うち受取補助金等 92,285 93,296 86,307

うち受取国庫補助金 0 0 0

うち受取県補助金 70,417 71,466 64,897

うち受取市町村補助金 0 0 0

経常費用 (B) 113,026 114,007 106,901

うち事業費 32,373 36,852 35,768

うち公益事業費 32,373 36,852 35,768

うち給料手当 0 0 0

うち管理費 71,656 67,650 61,914

うち役員報酬 1,218 1,240 1,199

うち給料手当 66,664 62,522 57,201

経常増減（損益）額 (C)=(A)-(B) 0 0 0

経常外増減の部
経常外収益 (D) 0 0 0

経常外費用 (E) 0 0 0

経常外増減額 (F)=(D)-(E) 0 0 0

一般正味財産増減（当期損益）額 (G)=(C)+(F) 0 0 0

一般正味財産期首残高 (H) 0 0 0

一般正味財産期末残高 (I)=(G)+(H) 0 0 0

受取補助金等 0 0 0

うち受取国庫補助金 0 0 0

うち受取地方公共団体補助金 0 0 0

当期指定正味財産増減額 (J) 0 0 0

指定正味財産期首残高 (K) 0 0 0

指定正味財産期末残高 (L)=(J)+(K) 0 0 0

当期正味財産増減額 (M)=(G)+(J) 0 0 0

正味財産期首残高 (N) 0 0 0

正味財産期末残高 (O)=(M)+(N) 0 0 0

②　貸借対照表
平2１年度 平22年度 平23年度

流動資産 0 0 0

うち現金預金 0 0 0

固定資産 56,195 49,258 54,212

基本財産 0 0 0

うち土地 0 0 0

うち投資有価証券 0 0 0

特定財産 0 0 0

うち退職給与引当資産 0 0 0

うち減価償却引当資産 0 0 0

その他の固定資産 56,195 49,258 54,212

資産合計 56,195 49,258 54,212

流動負債 0 0 0

うち短期借入金 0 0 0

うち未払金 0 0 0

固定負債 56,195 49,258 54,212

うち長期借入金 0 0 0

うち退職給与引当金 56,195 49,258 54,112

負債合計 56,195 49,258 54,212

指定正味財産 0 0 0

うち基本財産への充当額 0 0 0

うち特定資産への充当額 0 0 0

一般正味財産 0 0 0

うち基本財産への充当額 0 0 0

うち特定資産への充当額 0 0 0

正味財産合計 0 0 0

負債及び正味財産合計 56,195 49,258 54,212

正
味
財
産

【財務の状況】（公益・特別法人用） 団体名：長野県農業会議
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